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ライフサイクルコストの比較

B 案　面積縮小 C 案　面積縮小

建築概要
（入力値）

※ 3 案共通
の項目は除く

計画用途 庁舎＋公民館 庁舎 + 公民館 公民館

モデル建物の種類 中規模 K 庁舎 中規模 K 庁舎 中規模 C 庁舎

用途別　床面積 8,500 ㎡ 6,000 ㎡ 2,500 ㎡

合計　床面積 8,500 ㎡ 8,500 ㎡

新築コスト指数（既存解体含む） 72 67

LCC　指数 79 78

内訳

※ A 案
LCC 合計を
100 とする

１. 建設コスト指数
・新築コスト
・解体コスト

〇
前回のＡＢＣ案より規模縮小のため低い

◎
公民館の解体がなく規模縮小したため、各案の中で最も低い

30（＝ 72）
面積規模縮小に合せ建築コストを算出

28（＝ 67）
改修規模と面積規模縮小に合せ建築コストを算出

2. 運用コスト指数
　（・光熱水費 ）

〇
前回の A ＢＣ案より低い

〇
前回の A ＢＣ案より低い

10
面積按分にて算出

10
面積按分にて算出

3. 保全コスト指数
・維持管理コスト
・修繕費コスト

◎
１棟化のため、経済的であり、
「Ｃ案　面積縮小」より低い

〇
２棟構成のため、「B 案　面積縮小」

よりもコストがかかる

37
面積按分にて算出

38
面積按分にて算出

(2 棟構成の影響を考慮し数値を補正 )

4. 使用終了時コスト指数
　（・解体処分コスト）

〇
面積按分で算出されているが、

少額のため指数では他案と同じになる

〇
面積按分で算出されているが、

少額のため指数では他案と同じになる

２
面積按分にて算出

２
面積按分にて算出

資料 2-2

軽井沢町 庁舎改築周辺整備基本計画見直し検討業務山下設計・三浦慎建築設計室 設計共同体 2024_10_10 1

基本方針の見直し案「B 案」「C 案」をベースに、公民館機能の面積を 5,000 ㎡から 2,500 ㎡に縮小した「Ｂ案　面積
縮小」「Ｃ案　面積縮小」のライフサイクルコストの超概算を行いました
計算は国土交通省大臣官房官庁営繕課監修 一般財団法人 建築保全センター編集・発行「令和 5 年版 建築物のライフ
サイクルコスト」の LCC 計算プログラムを利用し、実施設計前の簡易計算法である「床面積入力法」を用いています

■今回のＬＣＣ超概算の設定について
　・  庁舎主体の建物は「中規模 K 庁舎モデル」 、公民館主体の建物は「中規模 C 庁舎モデル」を採用
　・その他は、以下の想定により全て同じ㎡単価にて設定

　１）光熱水費 : インフラは同仕様、全て ZEB Ready 設定とする
　２）維持管理コスト：修繕頻度や内容は新築・改修共に同じとする
　３）  解体処分コスト：今回の改修でアスベスト除去等を実施するため建築解体・設備機器共に同グレードとする
・共用年数は 65 年に設定

■ モデル建物の一覧

■ LCC 超概算まとめ

(        )

(          )

庁舎に適用
公民館に適用

※現段階で把握している内容です。今後の調査・協議により変更する場合があります
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■ モデル建物の一覧

庁舎に適用
公民館に適用

ライフサイクルコストの比較

A 案 B 案 C 案

建築概要
（入力値）

※ 3 案共通
の項目は除く

計画用途 庁舎 公民館 庁舎＋公民館 庁舎 + 公民館 公民館

モデル建物の種類 中規模 K 庁舎 中規模 C 庁舎 中規模 K 庁舎 中規模 K 庁舎 中規模 C 庁舎

用途別　床面積 6,000 ㎡ 5,000 ㎡ 10,000 ㎡ 7,500 ㎡ 2,500 ㎡

合計　床面積 11,000 ㎡ 10,000 ㎡ 10,000 ㎡

新築コスト指数（既存解体含む） 88 80 76

LCC　指数 100 91 91

内訳

※ A 案
LCC 合計を
100 とする

１. 建設コスト指数
・新築コスト
・解体コスト

△
各案の中で最も高い

〇
A 案よりも低い

◎
公民館の解体がないため、各案の中で最も低い

37（＝ 88）
面積按分にて算出

34（＝ 80）
面積按分にて算出

32（＝ 76）
面積按分にて算出

2. 運用コスト指数
　（・光熱水費 ）

△
各案の中で最も高い

〇
A 案より低い

〇
A 案より低い

13
面積按分にて算出

12
面積按分にて算出

12
面積按分にて算出

3. 保全コスト指数
・維持管理コスト
・修繕費コスト

△
2 棟構成で面積も大きいため、コストがかかり、

各案の中で最も高い

◎
１棟化のため、経済的であり、

各案の中で最も低い

〇
２棟構成のため、B 案よりもコストがかかるが、

A 案よりは低い

48
面積按分にて算出

43
面積按分にて算出

45
面積按分にて算出

(2 棟構成の影響を考慮し数値を補正 )

4. 使用終了時コスト指数
　（・解体処分コスト）

〇
面積按分にて算出

〇
面積按分で算出されているが、

少額のため指数では他案と同じになる

〇
面積按分で算出されているが、

少額のため指数では他案と同じになる

２
面積按分にて算出

２
面積按分にて算出

２
面積按分にて算出

資料 2-2

軽井沢町 庁舎改築周辺整備基本計画見直し検討業務山下設計・三浦慎建築設計室 設計共同体 2024_07_25 1

見直し案「A 案」「B 案」「C 案」のライフサイクルコストの超概算を行いました。
国土交通省大臣官房官庁営繕課監修 一般財団法人 建築保全センター編集・発行「令和 5 年版 建築物のライフサイクルコスト」
の LCC 計算プログラムを利用し、実施設計前の簡易計算法である「床面積入力法」を用いています。

● 今回の LCC 超概算の設定について
・  庁舎主体の建物は「中規模 K 庁舎モデル」 、公民館主体の建物は「中規模 C 庁舎モデル」を採用。
・  A 案、 Ｂ案の新築コスト㎡単価は基本方針で定めた新築単価を採用。
　C 案の新築コスト㎡単価は B 案の 95％に設定。（指数比：76 ÷ 80 ＝ 95％）
・その他は以下の想定により全て同じ㎡単価にて設定
　１）光熱水費 : インフラは同仕様、全て ZEB Ready 設定とする
　２）維持管理コスト：修繕頻度や内容は新築・改修共に同じとする
　３）  解体処分コスト：今回の改修でアスベスト除去等を実施するため建築解体・設備機器共に同グレード
・共用年数は 65 年で設定し計算

■ LCC 超概算まとめ

(        )

(          )

※現段階で把握している内容です。今後の調査・協議により変更する場合があります
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